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先物・オプションマーケット

株券オプション取引の仕組み

はじめに

昨年12月の証券取引審議会で，我が国証券市場の国際

競争力の強化のため，証券取引所に個別株式を対象とす

るオプション取引を導入するという考えが示されました。

これを受けて，大阪証券取引所では，具体的な制度内容

について検討を重ね 3月18日の理事会において「株券

オプション取引制度要綱Jを決定致しました。現在，本

所は，平成9年7月18日幽から取引を開始するため，所

要の準備を進めているところです。

この株券オプション取引の導入により，現物市場の取

引高の増大，価格形成のより一層の効率化等が期待され

ます。

そこで，本稿では， r株券オプション取引制度要綱Jに
従い，その取引の仕組みについて紹介することとします。

I 取引の仕組みについて

1 取引の対象

取引の対象は，全国証券取引所の上場株券のうち，本

所が選定した株券(以下「オプション対象株券」という。)

について，当該株券の売付けを成立させることができる

オプション(以下「プットオプション」という。)及び買

付けを成立させることができるオプション(以下「コー

ルオプション」という。)の2種類(以下「株券オプシヨ

ン」という。)とします。

2 限月取引友びその数

直近の2か月の各月と当該月以外の 3月 6月 9月

及び12月のうち直近の2か月の各月の第二金曜日(休業

日に当たるときは，順次繰り上げる。)の前日(休業日に

当たるときは，順次繰り上げる。)を取引最終日とする 4

限月取引制とします。各隈月取引の期間は， 3月 6月，

9月及び12月の各限月取引については8か月とし，その

他の限月取引については2か月とし，直近の限月取引の

取引最終日の翌日(休業日に当たるときは，順次繰り下

げる。)を新たな限月取引の取引開始日とします。

株券オプション取引の限月取引変遷図

(平成9年7月現在と仮定)
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3 権利特使価格

権利行使価格は，オプション固有のものです。先物取

引は限月取引で銘柄の区分を行いますがヲオプション取

引では限月取引ごとに権利行使価格を設定するため，プ

ットオプション又はコールオプションについて，限月取

引と権利行使価格で銘柄区分を行います。

(l)権利行使価格の間隔(刻み)

権利行使価格は，オプション対象株券の値段を基準と

して設定する権利行使価格につきヲ以下の刻みで設定す

る刻みの幅の整数倍の数値とします。

権利行使価格 刻みの幅

500円未満 25円

500円以上 1，000円未満 50円

1，000円以上 2，000円未満 100円

2，000円以上 5，000円未満 200円

5，000円以上 1万円未満 500円

1万円以上 5万円未満 1，000円

5万円以上 10万円未満 2，500円

10万円以上 20万円未満 25，000円

20万円以上 100万円未満 5万円

100万円以上 200万円未満 10万円

200万円以上 500万円未満 20万円

500万円以上 1，000万円未満 50万円

1，000万円以上 100万円

(2) 新規設定

各限月取引について新たに権利行使価格を設定する場

合には，取引開始日の直前のオプション対象株券の終値

に最も近い権利行使価格を中心に上下2種類ずつ，合計

5種類の権利行使価格を設定します。

例えば，取引開始日の前日のオプション対象株券の終

値が8，020円だ、ったとしますとヲ 8，000円の権利行使価格

を中心として， 7，000円， 7，500円， 8，000円， 8，500円，

9，000円の5種類を設定します(下記①参照)。

またヲ各テーブJレに基づき刻みの幅を設定するため，

5本の権利行使価格の刻みが異なることもあります。例

えば，取引開始日の前日のオプション対象株券の終値が

973円だ、ったとしますと， 950円の権利行使価格を中心と

( 3 ) 

して， 850円， 900円， 950円， 1，000円， 1，100円の5種類

を設定します(下記②参照)。

取引開始日の前日のオプション対象株券の終値が刻み

の中位点にある場合には，当該終値を上回る権利行使価

格を最も近い権利行使価格とします。

新規設定の具体例

① 取引開始日の前日の対象株券の終値 8，020円

最も近い権利行使価格

9，000円

8，500円

ι盟空旦
7，500円

7，000円

② 取引開始日の前日の対象株券の終値

最も近い権利行使価格

(3) 追加設定

973円

1， 100円

1，000円

950円

900円

850円

オプション対象株券の価格が変動し，既存の権利行使

価格と靖離する状況が生じた場合には，新たな権利行使

価格を追加設定することになります。追加設定は，毎日

の最終のオプション対象株券の終値に最も近接する権利

行使価格を基準としてヲ当該権利行使価格を上回る又は

下回る権利行使価格がそれぞれ2種類以上となるように

追加設定を行います。

ただし9 取引最終週に入った限月取引については追加

設定を行いません。

先の新規設定の例①では， 7，000円から9，000円の5種

類の権利行使価格を設定しましたが，その後株価が上昇

し， 8，250円以上となったとしますと，オプション対象株

券の終値に最も近接する権利行使価格は8，500円となり，

これを上回っている権利行使価格は9，000円の 1種類と

なります。このような状態になれば， 9，500円の権利行使

価格を追加設定します。逆に，オプション対象株券の終

値が7，750円を下回ったとしますと，オプション対象株券

の終値に最も近接する権利行使価格は7，500円となり，こ

れを下回る権利行使価格は7，000円の 1種類だげとなり
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ます。このような状態になれば， 6，500円の権利行使価格

を追加設定します(下記具体例参照)。

追加設定の具体例

9，500円。前日のオプション対象株券の終値が

8，250円以上となった場合ヲ追加設定。
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6，500円 O 前日のオプション対象株券の終値が

7，750円を下回った場合9 追加設定。

4 権利行使価格等の調整

(1)権利行使価格等の調整

オプション対象株券について株式分割ヲ株式併合，有

償増資が行われた場合，権利落日等に，権利行使価格を

当該株式分割比率等に基づき調整します。

またヲ権利行使価格の調整に伴いヲ株券オプション 1

単位のオプション対象株券の数量を当該株式分割比率等

に基づき調整します(下記①参照)。

ただし，調整した場合の数量がオプション対象株券の

売買単位の整数倍となるときは，当該数量の調整は行わ

ず，当該株式分割比率等に基づき建玉を調整します(下記

②参照)。

また，権利行使価格の調整事由以外に，オプション対

象株券について単位株数変更(額面変更を伴わない)が行

われた場合は，建玉の調整を行います。

(2) 権利行使価格の特別設定

権利行使価格の調整に伴い9 株券オプション 1単位の

オプション対象株券の数量を調整した場合にはラ当該限

月取引について，既存の権利行使価格と区分して，オプ

ション対象株券の売買単位に係る数量を 1単位とする新

たな権利行使価格の設定(以下「特別設定Jという。)を

行います。

ただし，取引最終週に入った限月取引については特別

設定を行いません。

また，オプション対象株券について単位株数変更(額

面変更を伴わない)が行われた場合は，特別設定を行い

ません。

権利行使価格の特別設定は，当該権利落田等に，オプ

ション対象株券の基準値段に最も近い権利行使価格を中

心に上下2種類ずつ，合計5種類となるよう行います。

権利行使価格の特別設定が行われたオプション対象株

券に係る限月取引については，当該特別設定された権利

行使価格に基づき追加設定を行います。既得の権利行使

価格に基づく追加設定は行いません。

権利行使価格の調整の具体例

① 売買単位の調整による方法

整数倍以外の分割比率の場合，権利行使価格を調整す

ると共に，売買単位を調整し，通常の売買単位に沿った

新たな権利行使価格を設定します。

(例) 1 : 1.1の株式分割の場合

原株価格1100円。1000円

権利行使価格 調整後の権利行使価格 特別設定

1300円(1000株)C:> 1182円(1100株)1200円(1000株)

1200円(1000株)C:> 1091円(1100株)1100円(1000株)

1100円(1000株)C:> 1000円(1100株)1000円(1000株)

1000円(1000株)C:> 909円(1100株) 950円(1000株)

950円(1000株)C:> 864円(1100株) 900円(1000株)

② 建玉の調整による方法

整数倍の株式分割の場合，権利行使価格の調整を行う

と共にヲ建玉の調整を行います。ただし，売買単位の調

整は行いません。

(例) 1 : 2の株式分割の場合で建玉を調整する場合

原株価格7500円。3750円

権利行使価格調整後の権利行使価格 特別設定

8500円(1000株)l単位。4250円(1000株)2単位 なし

8000円(1000株)1単位。4000円(1000株)2単位 なし

7500円(1000株)l単位。3750円(1000株)2単位 なし

7000円(1000株)l単位。3500円(1000株)2単位 なし

6500円(1000株)l単位。3250円(1000株)2単位 なし l
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5 取引翼約締結の方法

価格優先。時間優先による個別競争取引とします。こ

れは，現物取引，株価指数先物取引及び株価指数オプシ

ョン取引の場合の方法と同様です。

自 立会方法

(1) 立会時間

立会時間は以下のとおりです。

9:00~11:00 (9:00~11:10) 

12:30~15:10 

(2) 立会方法

売買システムにより取引を行います。

7 取引単位乎値及び値幅制限

(l) 取引単位

( )内は半休日

オプション対象株券の売買単位に係る数量を 1単位と

します。

オプション対象株券によついてラ株式分割ヲ株式併合，

有償増資が行われ，権利行使価格を調整した銘柄につい

ては，当該株式分割比率等に基づき調整した株券の数量

を1単位とします。

(2) 呼値

オプション取引におげる呼値はヲオプション価格(以

下「プレミアム」という。)について行います。呼値の単

位は，当日のオプション対象株券の呼値の制限値幅の下

限の値段(当日のオプション対象株券の基準値段一当日

のオプション対象株券の呼値の制限値幅)に基づきヲオ

プション対象株券1株につきヲ以下のとおりとします。

オプション対象株券の下限価格水準 呼値の単位

1，000円未満 50銭

1，000円以上 1万円未満 5円

1万円以上 10万円未満 50円

10万円以上 100万円未満 500円

100万円以上 5，000円

( 5 ) 

(3) 値幅制限

呼{直の制限値幅は，オプション対象株券の当日の呼値

の制限f直幅と同ーとします。

ただしヲオプション対象株券の動きを考慮して，必要

に応じて制限値幅を変更することもあります。

自 取引ぬ停止

本所は，以下の場合には，原則として，全部又は一部

の銘柄について取引を停止することができることにして

います。

a オプション対象株券の売買取引を停止する場合

b 株券オプション取引の状況に異常があると認める

場合又はそのおそれがあると認める場合，その他取

引管理上取引を継続して行わせることが適当でない

と認める場合

C 売買システムの稼働に支障が生じた場合等におい

て売買システムによる取引を継続して行わせること

が困難であると認める場合

9 取引規制の方法

本所が，取引の状況に異常があると認める場合又はそ

のおそれがあると認める場合には，取引又はその受託に

関し，次の措置を行うことができることにしています。

a 証拠金の差入日時の繰上げ

b 証拠金額の引上げ

C 証拠金の有価証券による代用の制限

d 証拠金の代用有価証券の掛目の引下げ

e 取引代金の決済目前における預託の受入れ

f 株券オプション取引の制限又は禁止(自己取引の

禁止等)

g 総建玉の制限

10 上場廃止

オプション対象株券が上場廃止となった場合には，当

該上場株券オプションを上場廃止することにしています。

II 取引代金の捜受について

取引代金の授受は9 同一正会員又は同一株券オプショ

ン取引特別参加者の総支払金額と総受入金額の差引額を，

取引契約の日から起算して 4日目の日に本所を通じて行
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います。

この場合，買方顧客は，取引代金を買付けを行った日

から起算して 4日自の日の午前9時までに正会員又は株

券オプション取引特別参加者に差し入れます。

III 証拠金について

1 証拠金の謹類

売方顧客が正会員又は株券オプション取引特別参加者

に差し入れる委託証拠金と，売方正会員及び売方株券オ

プション取引特別参加者が本所に差し入れる取引証拠金

の2種類があります。

これは，いずれも取引契約の履行を確保するために差

し入れるものです。なお，買方顧客は取引代金を払う以

外になんら義務を負わないため，証拠金の差入れは不要

です。

2 委託証拠金

(1) 委託証拠金の額

委託証拠金は，新規の売付けごとに，取引代金に，権

利行使価格を基準とした金額に30%を乗じた額を加算し

た額以上とします。

これを算式で示しますと次のとおりとなります。

委託証拠金の額(当初証拠金)

ニ(約定値段+権利行使価格の30%)

×株券オプション 1単位のオプション対象株券

の数量×売付数量

なお，この委託証拠金の額は取引所が定める最低基準

であり，実際の額は各証券会社が定めます。

委託証拠金の具体例

@権利行使価格1，200円のA社株(売買単位:1，000株)

コールをプレミアム50円で1単位売り付けた場合の委

託証拠金の額

= (約定値段十権利行使価格の30%)

×株券オプション 1単位のオプション対象株券

の数量×売付数量

= (50十1，200X30%)Xl，OOOX 1 =410，000 

この場合の委託証拠金所要額は， 41万円となります。
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(2) 委託証拠金の差入れ方

委託証拠金はヲ新規の売付けごとにヲ当該売付げの白

から起算して3日自の日の正午までに差し入れなければ

なりません。

(3) 委託証拠金の有価証券による代用

委託証拠金は，全額有価証券により代用することがで

きるものとします。

(4) 委託証拠金の引出し等の制限

顧客から委託証拠金として差し入れられている現金又

は代用有価証券については，未決済勘定の決済前に引き

出させたり，また9 差し入れるべき委託証拠金の額に充

当しではならないことにしています。

ただし，受入証拠金からその所要額を差し号|いた場合

の超過額に相当する現金又は代用有価証券についてはラ 命
引出し又は充当が可能です。

また，コールオプションの売付けに係る委託証拠金と

してヲオプション対象株券を差し入れている場合には，

権利行使による決済に当該オプション対象株券を充当す

ることができることとします。

(5) 受入証拠金の計算方法

受入証拠金は，顧客から差し入れられた現金又は代用

有価証券の額から相場の変動に伴う計算上の損失額及び

顧客の負担すべき額を差しヨiいて計算することにしてい

ます。先物取引のように受入証拠金と受入現金に区分し

て計算する必要はなし受入証拠金についてのみ計算を

行います。

これを算式で示しますと次のとおりとなります。

受入証拠金=差入証拠金(現金十代用有価証券×掛

目) 相場の変動に伴う計算上の損失額一顧客の負

担すべき額

(注)1 栢場の変動に伴う計算上の損失額はヲ約定値段

が毎日の最終値段(本質的価値(権利行使価格と

オプション清算値段との差をいう。以下同じ。)に

満たない場合は本質的価値)を下回る場合の損失

額とする。

2 オプション清算値段は，当日のオプション対象

株券の最終の約定値段(最終の気配値段を含む。)

とする。

建動
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(6) 委託証拠金に不足額が生じた場合の措置

正会員又は株券オプション取引特別参加者は，顧客の

受入証拠金について毎日計算を行い，損勘定の発生によ

り受入証拠金に不足額が生じた場合には，顧客から，そ

の不足額に相当する委託証拠金額を追加差し入れさせる

ことができます。

(7) 委託証拠金の維持

顧客の受入証拠金の不足額が権利行使価格を基準とし

て算出した金額(権利行使価格×株券オプション1単位

のオプション対象株券の数量×売付数量)に10%を乗じ

た額以上となった場合には，当該不足額に相当する委託

証拠金を当該不足額の生じた日から起算して3日目の自

の正午までに追加証拠金として追加差し入れさせること

とします。

これを算式で示しますと次のとおりとなります。

受入証拠金の不足額(計算上の損失額+代用有価証

券の評価損+顧客の負担すべき額)ミ権利行使価格

の10%X株券オプション 1単位のオプション対象株

券の数量×売付数量

3 取引証拠金

(1) 取引証拠金の額

取引証拠金は，新規の売付けごとに，プレミアム相当

額に，当該売付けを行った日のオプション対象株券の最

終値段(オプション清算値段)を基準として算出した額

に20%を乗じた額を加算した額以上とします。なお，プ

レミアム相当額は，取引日当日の証拠金算定基準値段を

基準として計算します。

また，証拠金算定基準値段は，プレミアムの最終値段

としますが，プレミアムの値段が本質的価値(イン・ザ・

マネーの状態にある銘柄の権利行使価格と取引日当日オ

プション対象株券の最終値段の差)に満たないときは，

当該本質的価値をもって証拠金算定基準値段とします。

これを算式で示しますと次のとおりとなります。

取引証拠金の額=(証拠金算定基準値段+オプショ

ン清算値段の20%)x株券オプション 1単位のオプ

ション対象株券の数量x (総売建玉数量一総買建玉

数量)

( 7 ) 

(2) 取引証拠金の預託方法

取引証拠金は，新規の売付けについて，当該売付けの

日から起算して4日目の日の正午(半休日においては午

前日時)までに本所に預託するものとします。

(3) 取引証拠金の有価証券による代用

取引証拠金については，全額有価証券により代用でき

るものとします。

(4)取引証拠金の追加預託

本所は，取引契約の履行を確保するため，毎日の証拠

金算定基準値段及び毎日のオプション清算値段を基準と

して，正会員又は株券オプション取引特別参加者ごとに

取引証拠金所要額を計算し，差し入れられている取引証

拠金との差額を算出します。正会員又は株券オプション

取引特別参加者は，取引証拠金に不足額が生じた場合に

は，不足額に相当する取引証拠金を当該不足額の生じた

日から起算して 4日自の日の正午(半休日においては午

前11時)までに本所に預託するものとします。

N 権利行使について

1 権利行使日

権利行使日は，各銘柄の取引最終日とします。

2 権利行使の申告

買方正会員又は買方株券オプション取引特別参加者が，

権利行使を行おうとする場合は，各銘柄ごとに権利行使

数量を本所に申告することとします。権利行使の申告は，

権利行使日の午後4時40分までに行うこととしています。

これに対応して，買方顧客による正会員又は買方株券オ

プション取引特別参加者に対する権利行使の指示は，権

利行使日の午後3時45分までに行うものとします。

3 権利行使の割当て

本所は，正会員文は株券オプション取引特別参加者か

ら申告のあった権利行使を，所定の方法により，売建玉

を有する正会員文は株券オプション取引特別参加者に割

当てを行い，その結果を当日中に通知します。

本所から割当通知を受けた売方正会員又は売方株券オ

プション取引特別参加者は，事前に定めた所定の方法に

より顧客割当てを行い，当該割当てを受けた売方顧客に

対して，速やかに割当内容を通知するものとします。所
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定の割当方法とは，本所や正会員又は株券オプション取

引特別参加者の窓意が入らないような公正・公平な方法

が用いられます。

なおパ証券会社への割当通知後においては，)権利行使

に係る申告数量の変更は一切認められませんので注意し

てください。

4 権利の消滅日時

権利行使日におげる権利行使の申告時限までに権利行

使の申告が行われなかった株券オプションは，自動的に

消滅するものとします。

5 権利行使による決済

権利行使による決済は，権利行使価格によりオプショ

ン対象株券の受渡しを行うものとします。また，決済代

金は次の算式により算出した額とします。

決済代金=権利行使価格×オプション対象株券の売

買単位×権利行使数量

権利行使価格の調整に伴い，株券オプション l単位の

オプション対象株券の数量を調整した場合に生じるオプ

ション対象株券の売買単位未満の数量の決済は，次の算

式により算出した額に相当する金銭を渡方正会員文は渡

方株券オプション取引特別参加者から受方正会員文は受

方株券オプション取引特別参加者に支払うことにより行

うものとします。

(オプション清算値段一権利行使価格)xオプショ

ン対象株券の売買単位未満の数量

権利行使による決済は，権利行使を行った買方正会員

又は買方株券オプション取引特別参加者と権利行使の割

当てを受けた売方正会員又は売方株券オプション取引特
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別参加者との間で，権利行使日から起算して 5日自の日

の午後3時までに行うものとします。ただし，オプシヨ

ン対象株券の配当落又は権利落日の前日に行われた権利

行使に係る決済は，当該権利行使日:から起算して 4日目

の日の午後3時までに行うものとします。

権利行使によりオプション対象株券を受渡しする顧客

は，権利行使日から起算して 5日目の日の午前9時まで

にオプション対象株券文は決済代金を正会員又は株券オ

プション取引特別参加者に差し入れるものとします。た

だし，オプション対象株券の配当落文は権利落日の前日

に行われた権利行使に係る決済は，当該権利行使日から

起算して 4日目の日の午前9時までとします。

V 建玉

1 建玉

新規の売付け及び買付げは，それぞれ建玉として算定

します。

建玉の決済の方法は，転売又は買戻しによって決済す

る方法と権利行使によって決済する方法とがあります。

2 転売又は買戻しによる決済

正会員文は株券オプション取引特別参加者は，転売又

は買戻しを行った場合，その旨を本所に申告します。本

所ではその申告分を決済分として，当該正会員又は当該

株券オプション取引特別参加者の建玉から減らします。

なお，転売又は買戻しの申告は，約定日の午後4時40

分(半休日においては午後O時40分)までに行うことと

します。

3 建玉制限

正会員，株券オプション取引特別参加者及び顧客は，

本所が定める限度を超えて建玉を保有しではならないも

のとします。

VI 委託手数料について

1 売付け又は買付けの場合

株券オプション取引の新規の売付け，新規の買付け，

転売又は買戻に係る取引代金について，下記の料率に従

って委託手数料を徴収します。
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委託手数料率(簡便算出表)

取引代金 算出式

10万円以下の場合 取引代金の4.0%

10万円超 30万円以下の場合 刀 3.0%+ 1，000 

30万円超 50万円以下の場合 H 2.0%+ 4，000 

50万円超 100万円以下の場合 H 1.5%十 6，500

100万円超 300万円以下の場合 H 1.2%十 9，500

300万円超 500万円以下の場合 万 0.9%+ 18，500 

500万円超の場合 H 0.6%+33，500 

委託手数料の最低額は2，500円です。
L一一一一一一一一一一

2 権利行使に係る決済の場合

権利行使により成立するオプション対象株券の売付け

又は買付けに係る取引契約金額につき，株券の売買取引

に係る委託手数料表に基づき，委託手数料を徴収します。

VII 会費友びf中立手数料について

1 定率会費又は定率負担金

(1) 売付け又は買付げの場合

本所は，新規の売付け，新規の買付け，転売及び買戻

しに係る取引代金の合計額について，定率会費(万分の

4.0)を徴収します。

(2) 権利行使に係る決済の場合

本所は，権利行使により成立するオプション対象株券

の売付砂文は買付げに係る取引契約金額の合計額につき，

本所にお砂る株券の定率会費相当額を徴収します。

2 イ中立手数料

仲立会員は，売付け文は買付けに係る取引代金につい

て，仲立手数料(万分の0.3)を正会員及び株券オプショ

ン特別参加者から徴収します。

四取引参加者

株券オプション取引の取引参加者は，本所の正会員及

び株券オプション取引特別参加者とします。

一一決済の具体例一一

(1)転売による決済

( 9 ) 

① B社株(売買単位:1，000株)コールオプションを

1単位120円で10単位購入， その後， B社株の株価

が上昇し，プレミアムが200円となったので転売し

た。この結果，オプションの買い手は80万円の利益

を得ることとなる(取引コストを除く。以下同

じ。)。

(売付価格一買付価格)x売買単位に係る数量

×取引数量

= (200-120) x1，000x10=800，000 

① C社株(売買単位:100株)コールオプションを 1

単位800円で10単位購入，その後， C社株の株価が下

落し，プレミアムも400円に下落した。オプションの

買い手は損失の増大を防ぐため，転売することとし

た。この結果， 40万円の損失が発生することとなる。

(亮付価格一買付価格)x売買単位に係る数量

×取引数量

ニ (400-800)x 100 x 10= -400，000 

(2) 買戻しによる決済

.D社株(売買単位:1，000株)プットオプションを 1単

位200円で20単位売却，その後， D社株の株価が上昇し，

プレミアムが100円に下落したので買い戻した。この結

果，オプションの売り手は200万円の利益を得ることとな

る。

(売付価格一買付価格)x売買単位に係る数量

×取引数量

= (200-100) xl，OOox20=2，000，000 

(3) 権利行使による決済

① プットオプション

E社株(売買単位:100株)権利行使価格5，500円

のプットオプションを10単位購入した。その後， E 

社株の株価は変動し，権利行使自には5，250円となっ

た。この場合，オプションの買い手は権利行使を行

うことによって，時価5，250円の株券を5，500円で

1，000株(100株x10単位)売り付けることができるこ



(10 ) 

とになる。

② コールオプション

F社株(売買単位:1，000株)権利行使価格1，200

円のコールオプションを5単位購入した。その後，

F社株の株価は変動し，権利行使日には1，600円とな

った。この場合，オプションの買い手は権利行使を

行うことによって，時価1，600円の株券を1，200円で

5，000株(1，000株X5単位)買い付けることができ

ることになる。

③ オプション対象株券に株式分割が行われた場合

G社株(売買単位:1，000株)権利行使価格1，100円

のコールオプションを2単位購入した。その後， G

おニとわり
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社株に 1: 1.1の株式分割が行われた結果，権利行使

価格は1，000円に，またオプション1単位のオプショ

ン対象株券の売買単位は1，100株に調整された。その

調整後， G社株の株価は変動し，権利行使日には

1，050円となった。この場合，オプションの買い手は

権利行使を行うととによって，時価1，050円の株券を

1，000円で2，000株(1，000株X2単位)買い付けるこ

とができると同時に，オプション対象株券の売買単

位未満の数量200株 (100株X2単位)については現

金で決済し， 1万円 ((1，050円-1，000円)x100株×

2単位)を受け取ることになる。

(N. N) 

都合により，当分の間「トレーディング・ルームJを休載します。


